
＜平成２８年９月 決算特別委員会議事録より＞ 

 

◆委員（山本みちよ君） 

 

次に、公会計制度導入に関してお伺いいたします。 

 

この件につきましては、事務事業評価の中にもありますけれども、平成 29 年度から統一基準へ

の移行に向けまして、総務省統一基準による日々仕分けを導入するということを決定し、今現

在さまざまな形で29年度以降の複式簿記導入の本格導入に向けた準備に入られているところ

と思います。 

こうしたところも含めまして、今現在の新公会計制度導入に向けた進捗状況、平成 27 年度から

含めましてお伺いいたします。 

 

◎財政課長（志村秀已君） 

 

今、やはり基本となります固定資産税台帳、ここの整備を行っているところでございます。固定

資産税台帳につきましては、26 年度末時点では台帳の整備は、まだ未完成となっておりますけ

れども、早期完成を目指しておるところでございます。 

また、11月末を目途に、27年度末の更新データを整備することによりまして、開始の固定資産税

台帳が完成する見込みとなります。さらに、台帳の整備過程で資産の計上基準及び評価の基準

を明確にいたしまして、本市の計上方針をまとめる予定でございます。 

また、システムの構築関係相互の取り組みというか、更新もかかっていますので、そういったと

ころの整理をしているところでございます。 

 

◆委員（山本みちよ君） 

 

この公会計制度導入に向けて、まず我が市の財産といいますか、現状を知るという意味でも固

定資産台帳、この整備が非常に重要になりまして、それが着実に進んでいるという状況である

ということであります。今後、またいろんな形でソフトウエアとかさまざまな機能が入ってくる

と思いますけれども、公会計標準ソフトウエア、こういったものも導入されていくのかと思いま

すが、この概要についてお伺いいたします。 

 

 



◎財政課長（志村秀已君） 

 

先ほど、固定資産税と言っていましたけれども、固定資産台帳で、申しわけございません。訂正

させてください。 

今の公会計の標準ソフトウエアの概要でございますけれども、標準ソフトウエアは、固定資産台

帳機能、それから財務書類の作成機能、活用機能の三つの機能で構成されております。標準ソ

フトウエアの導入初年度には、マスターの整備と開始の貸借対照表の登録が必要となります。

マスターの整備というのは、標準ソフトウエアのさまざまな機能を稼働させる上で必要な基本

情報、データであり、これをセットアップすることで標準ソフトの各機能が利用可能となります。 

開始の貸借対照表には、開始の固定資産台帳の整備と勘定科目別の残高登録が必要不可欠で

ございまして、その後に期中の固定資産の移動情報登録、取引に係る仕分けの登録を行うこと

によりまして、財務書類である貸借対照表、行政コスト計算書、それから純資産変動計算書、資

金収支計算書の４表と、固定資産台帳が出納閉鎖後、決算後に出力されるという流れで取り組

みを進めているところでございます。 

 

◆委員（山本みちよ君） 

 

着々と準備を進めていただいているということがわかります。 

この中で、やはり一番大事なことは、複式簿記導入に向けて、まず活用が本当に大事でありま

す。標準的なソフトウエアの概要をお聞きいたしましたが、その中でも活用機能ということであ

ります。これによって将来の施設の更新、必要額の推計、また施設別、事業別のセグメントの分

析などが可能になるわけでありますが、これはやはり出されたものに対してどのような活用が

できるかといったところが本当に一番重要なことになるわけで、ここの部分につきましての職

員研修、こういったものについての取り組み状況をお伺いいたします。 

 

◎財政課長（志村秀已君） 

 

まだ職員研修そのものというのは、財政課と会計課で一応仕分けの研修ということで、今コン

サルを入れて基本的な仕分け研修というのを９月に実施したところでございます。 

それから、今後、先ほど委員おっしゃったように、29 年４月から所管部署の職員が日々の仕分け

業務を行っていきますので、複式簿記に関する理解を深めるためには全庁的な研修が必要で

あるということから、システムの構築、連携が完了次第、早期に、うちのほうのシステムはデー

タを取り込むのが財務会計側、その吐き出しのほうは総務省の統一のほうでやりますので、構



築と連携が完了してからでないとなかなか研修に移れませんので、早期に完了次第、操作研修

などを実施していきたいというふうに考えております。 

 

◆委員（山本みちよ君） 

 

システムがきちっと機能してから、具体的な現実に即した形での研修が一番有効かと思います。

理解も含めた部分も進めていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

この公会計制度を導入して、将来的に財務書類が新たになってきますけれども、この有効活用

を目指していくことになると思いますが、標準ソフトウエアの活用機能はどのようなものが搭

載されているのかお示しください 

 

◎財政課長（志村秀已君） 

 

まず、施設別や事業別などのセグメント別財務書類を作成できるという機能、それと指標シート

の出力ということで資産の老朽化比率や債務の償還可能年数等がわかるもの、それから施設

の更新費用必要額を推計できるもの、そのような三つの機能になってございます。 

 

◆委員（山本みちよ君） 

 

さまざま何点か活用機能についての説明をいただきました。 

そして、これをまたそれぞれこの機能、これを具体的にどのように活用していくのか、また、こ

の内容、今後の課題について何か感じているところ、また、今後必要な部分についての説明を

お願いいたします。 

 

◎財政課長（志村秀已君） 

 

まず、施設別や事業別などのセグメント別財務書類の作成におきましては、施設別や事業別な

どの要は区分けですね、区分けを設定することにより行政コスト計算書を作成することが可能

となります。市としてどのような財務書類を活用していくのかは、今後の検討課題というふうに

なっております。 

それと、指標シートの出力、先ほど言いました資産老朽化比率、これの関係でございますけれど

も、財務書類の作成機能や固定資産台帳機能が保有するデータ等から、資産老朽化比率や債

務の償還可能年数等の指標を自動算定する機能でございますけれども、今後、市の財政分析



や予算編成に活用できるかどうかというのは、今後の研究課題となってございます。 

それと、施設の更新額の将来推計の算出につきましてですけれども、固定資産台帳の機能が保

有する固定資産情報に基づき、施設の更新のための必要となる費用の将来推計を自動算出す

る機能を搭載していることから、施設の類型別や地域の推計、統廃合した場合のシミュレーショ

ンも可能ということになっておりますので、施設マネジメントに活用できるのか、これも研究課

題として考えているところでございます。 

 

◆委員（山本みちよ君） 

 

今、準備段階でこんなことを聞くのは気が早いんですけれども、こうした研究課題、施設の更新

のシミュレーションとかさまざまありましたけれども、どのぐらいの目途で、ここが研究段階を終

えて実際に使えるというようなものを目指していかれるのかお伺いいたします。 

 

◎財政課長（志村秀已君） 

 

実際のところ、研究に実際に入って、どの程度本当に職員レベルで使っていけるのか。入ってす

ぐ１年目、２年目というわけにはいかないと思うので、とは言っても、入れた以上は活用していか

なきゃいけないと思いますので、感覚としてですけれども、３年から５年ぐらいのスパンの中で、

しっかりとした活用につなげていければいいのかなというふうには考えておるところでござい

ます。 

 

◆委員（山本みちよ君） 

 

大変な御苦労を担当課の皆様には、特に今いろんな形で変わる部分も含め、また先々のことも

考えてということで御苦労いただいているかと思います。 

今回、八王子市のホームページを先日ちょっと見ましたら、八王子市では平成 28 年度から日々

仕分けということで運用を始めるということです。公会計制度を円滑に執行する体制を整備す

るために、会計課を会計部に再編し、会計管理課と会計審査課等を設置してスタートしたと、こ

のようなことが載っておりました。 

なかなかこうした組織体制を変えていくというのは大変なことでありますけれども、そのくら

いの意気込みを持って、きちっと入れるからには活用していくという意識を持つということは、

非常に重要ではないかと、このように考えますが、来年度導入後、運用体制について課題とい

う部分も含めての見解をお伺いいたします。 



 

◎財政課長（志村秀已君） 

 

まさに委員がおっしゃるとおり、今うちのほうでも懸念しているところというのが、複式簿記導

入によりまして仕分けの確認態勢をどのように構築していくのか。一般的な企業でいうと内部

統制という言葉も使われているかと思うんですけれども、そういった部分でシステムの導入に

よりまして７割から８割ほど自動で仕分けが可能と見込んでおりますが、予算科目に対して一義

的な仕分けとなるものはよいですが、複数の仕分けパターンの候補がある予算科目の場合は、

ある程度専門的な知識や経験がないと仕分けを確定させることが難しいため、おっしゃるとお

り運用体制につきましてどう構築していくのか、早急に検討が必要だというふうに感じており

ます。 

 

◆委員（山本みちよ君） 

 

昨日のやりとりの中でもございました。例えばこの行政評価に反映が難しいといった部分で、

各課にまたがっているといったような、そんなやりとりがあったかと思います。 

今回、これからシステム改修ということで難しいと思いますが、将来的には立川市でも１課１目、

このことを導入していくことでかなりすっきりと進めていく部分もあるかと思いますが、この点

についての見解をお伺いいたします。 

 

◎財政課長（志村秀已君） 

 

１課１目に対しては、先行的に導入しているのが町田市のほうで、町田市も、とはいって24年から

導入はしているんですけれども、今も研究段階だということで取り組みを進めているところで

ございます。 

うちのほうでも、確かに１課１目というのはかなり見やすくなって、決算処理につきましてもそこ

にコストもあらわれていきますので、非常に有効だということで研究はしていきたいと思ってお

ります。先ほども言いましたけれども、活用機能を今後、現行でもいろいろ課題がございますの

で、そういう研究課題を整理していく中で、委員おっしゃるとおりの１課１目についても研究させ

ていただきたいというふうに考えております。 

 

 

 



◆委員（山本みちよ君） 

 

新たな取り組みということで、でもこれは全国一斉に行っていく部分でもあります。立川市もし

っかりとした体制を組んでいただきながら、万全の体制で臨んでいただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 


